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刊行に寄せて  
 

日本犯罪社会学会渉外委員長  

河  合  幹  雄  

(桐蔭横浜大学 )  

 

1 謝辞  

日本犯罪社会学会主催第 6 回公開シンポジウムの成果を、このように公表

できる運びとなりまして、真にありがたく存じます。  

まず、毎年、公開シンポジウムのためにご助成をいただいている財団法人、

社会安全研究財団に深く感謝の意を表明したいと思います。  

続きまして、ご後援いただきました警察庁、法務省ならびに北九州市にも、

大変感謝いたします。  

会場をご提供いただいた北九州市立大学にも厚く御礼申し上げます。  

 

2 テーマ選定の経緯  

思い返せば昨年 2008 年 10 月に、本シンポジウムの実行委員長を、朴先生

にお引き受けいただき、シンポジウムの準備をスタートした。朴先生は 2009

年度日本犯罪社会学会学術大会校の責任者も兼任され、文字通り大車輪のお

働きであった。実行委員には、日本犯罪社会学会の渉外委員会のメンバー（河

合幹雄、高橋則夫、丸山泰弘、小関慶太）と企画調整委員会のメンバー（福

島至、新恵里）に、九州大学から武内謙治学会理事にも加わっていただいた。

真に心強いかぎりであった。  

その時期には、本年に世間を賑わした、芸能人、押尾学、酒井法子両名の

事件はまだ発生しておらず、大学生による大麻事件が続けて報道されていた

だけであった。これまでの公開シンポジウムで薬物犯罪を取り上げたことが

なかったこと、北九州市での開催といったことも考慮に入れて薬物犯罪をテ

ーマにすることになった。結果的に、極めてタイムリーな企画となり、会場

には福岡テレビが入り、新聞社の取材も多数受けた。大変ラッキーなことで

あった。  
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3 雑感  

薬物といえば、世界レベルの視点では、麻薬組織との戦いとくるかもしれ

ない。日本社会を、世界の恐るべき麻薬ネットワークから守ることは、麻薬

取締官、警察官、海上保安庁が日々努力している。確かに、これは最重要課

題なのかもしれない。しかし、一般の人々の生活からは、いささか遠すぎる

話題ではないかと考えて、組織犯罪者ではない薬物依存者の立ち直りに話題

を絞らせていただいた。  

海外の理論を勉強すれば、薬物依存者を犯罪者と見て罰するのか、病人と

見て治療するのかが対立的に捉えられている。しかし、現実に日本において

薬物依存者を扱う現場を見てみれば、少し違った印象を持たされる。薬物依

存者が使用を止めるには、自己イメージの転換が必要であり、少しずつより

も、区切りを付けて突然変身することになる。そうだとすれば、刑罰を受け

ることは、その転換のきっかけとして最適であるように思われる。罰の変わ

りに治療ではなく、罰を受けた上でサイコセラピーなり医学的治療なりを受

けるということでよいように思う。  

また、薬物依存者に対して、どのように対処すべきであるかという方法論

よりも、そもそも、薬物依存者に対して、何もしないで捨てておくことを、

なんとかしなければということが現実の課題である。  

現場で何が起きているのかを丁寧に観察した上で、対策が練られることを

願う。  



5 
 

はじめに  
 

日本犯罪社会学会会長  

矢  島  正  見  

(中央大学 )  

 

日本犯罪社会学会では、研究成果の一端を市民の皆様に公開し、皆様のお

役に立つことができればと、2004 年以来、年次大会の一環として開催校のご

協力をいただき、毎年「公開シンポジウム」を開催してきた。  

第 1 回(2004 年度)は『少年非行の最前線』と題して東京で開催し、第 2

回(2005 年度)は『家庭、学校、コミュニティにおける「犯罪と防犯」――あ

なたとあなたの家族を守るために』と題して大阪で開催し、第 3 回(2006 年

度)は『幼少期の育ちと青少年の暴力――いま子育てを考える』と題して東京

で開催し、第 4 回(2007 年度)は『犯罪者の社会復帰を真剣に考える――矯正

保護とソーシャルインクルージョン』と題して京都で開催し、第 5 回(2008

年度)は『ファミリー・バイオレンスにどう対応するか』と題して東京で開催

した。  

また、第 4 回の公開シンポジウムでは、その後、議論を発展させて、日本

犯罪社会学会編『犯罪からの社会復帰とソーシャル・インクルージョン』

(2009 年、現代人文社)が刊行され、第 5 回公開シンポジウムも同様に、日本

犯罪社会学会編『ファミリー・バイオレンスにどう対応するか――公開シン

ポジウム』(2009 年 7 月、尚学社)が刊行された。  

第 6 回(2009 年度)の公開シンポジウムは舞台を北九州市に移し、『薬物犯

罪の現状と課題――地域社会における多機関連携アプローチの取組み』と題

して、北九州市ならではのシンポジウム内容を組むことができた。そして、

今回もシンポジウムの成果を刊行物として、世に出すということになった次

第である。  

さて、 5 人の報告者のうち、北九州市立精神保健福祉センターの三井敏子

氏、福岡県警生活安全部少年課・北九州市サポートセンターの安永智美氏、

北九州医療刑務所の佐藤誠氏と、北九州市でご活躍されている方 3 名に登壇  
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いただいた。また、東京保護観察所（公開シンポジウム開催時）現職、水戸

保護観察所の荒木龍彦氏、アジア太平洋アディクション研究所の尾田真言氏

と、一流の登壇者をお招きした。こうして、シンポジウムは成功裏に幕を閉

じ、ここに報告書として再度顕在化したわけである。  

ところで、「薬物犯罪」というのは、他の犯罪と異なった極めて特異な、か

つ難しい内容をはらんでいる。 1 つは、被害者の定かでない犯罪であるとい

うことである。犯罪の当事者自らが実は被害者であり、「私自身が犠牲者なの

に、何故私が犯罪者にならなくてはいけないのか」という問いが常に付きま

とうのである。つまり、薬物乱用者当人にとっては、他人を滅ぼす前に自ら

の身を滅ぼす犯罪が薬物犯罪なのである。  

2 つには、犯罪という側面と薬物依存という側面の、 2 つの面を同時にも

つということである。それ故に、薬物犯罪とは、犯罪として罰すると同時に

心の病として治療するという、この 2 つの同時進行対策を必要とせざるを得

ない様相をもった行為なのである。片方は刑事政策の次元であり、今片方は

福祉政策の次元なので、刑事政策と福祉政策の融合ということになり、そこ

で頭を悩ませるわけであるが、私ども社会学者に言わせれば、ともに社会政

策の次元であるに過ぎない。専門領域で分ける必要性はない。  

とはいうものの、 3 つには、対策が専門領域で分かれていることである。

それ故に、日本犯罪社会学会大会という場での統合・連携の試みが必要だっ

たわけである。薬物使用・乱用の予防に関しての対策は、我が国では功を奏

している、と言えよう。ところが、薬物事犯の犯罪者の社会復帰に向けての

政策はまだまだと言わざるを得ない。特に、その中間の、既に予防の域を超

えた薬物乱用･依存者でありつつも、未だ薬物事犯の犯罪者として発覚されて

いない人たちに対しての対策は、「犯罪」という次元と「治療」という次元の

狭間で、ほとんど手が打たれていない状況にあるのである。  

こうしたことも射程に入れての、多機関連携アプローチの模索を期待する

次第である。  
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企画趣旨  
 

第 6 回公開シンポジウム実行委員長  

朴  元  奎  

(北九州市立大学 )  

 

欧米の犯罪学における最近の研究動向の特色として、犯罪予防論に対する

研究関心の高まりということがあげられる（たとえば、 Tonry,  M. and  

Farrington, D.  eds. Building a Safer Society: Strategic Approaches to  

Crime. University of Chicago Press.  1995.  スティーブン・Ｐ・ラブ著（渡

辺昭一他共訳）『犯罪予防――方法、実践、評価』（財）社会安全研究財団、

2006 年）。この研究関心の高まりを受けて、日本犯罪社会学会においてもこ

の数年間において学術大会シンポジウムのメインテーマとして犯罪非行予防

対策が様々な視点から検討・議論されてきた。そうした議論の積み重ねの中

で、昨年度の大会シンポジウムにおいては、「多機関連携アプローチ」による

犯罪予防・犯罪者処遇の重要性・実施可能性ということが、ある意味でこれ

までの議論を総括するものとして確認されたところである。  

そこで、本年度の第 6 回公開シンポジウムにおいては、犯罪予防論におけ

る「多機関連携アプローチ」という議論を敷衍することを企図として、単に

この問題を一般的・抽象的なレベルで議論するのではなく、本大会開催地で

ある北九州市において長年懸案となっている薬物乱用・薬物犯罪を具体的な

問題素材として取り上げながら、多機関連携的防犯のあり方について検討す

ることにした次第である。北九州市は、全国に先駆けて警察の少年サポート

センターに市教育委員会指導主事を派遣するなど、警察と人事交流を図りな

がら、児童相談所など関係機関やボランティア団体などと連携した防犯活動

に取り組んでいる先進的な地方自治体の 1 つである。したがって、薬物乱用・

薬物犯罪といった具体的な問題に対する多機関連携プログラムによる地域社

会での取り組みの現状と課題を考える上で、格好の議論の場を提供するもの

といえよう。これが本公開シンポジウムのテーマを企画した最大の理由であ

る。  
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本公開シンポジウムの主題として設定した「薬物犯罪の現状と課題」につ

いては、従来の刑事政策の議論においては、薬物の供給サイドと需要サイド

に区分して、一方では組織的暴力団犯罪対策と関連づけながら供給サイドに

対する刑事的規制の強化を問題とし、他方では薬物乱用者および薬物事犯者

などの需要サイドに対する教育的・治療的対応とのバランスをはかるという

問題接近の方法が一般的であったように思える。しかし、本公開シンポジウ  

ムではこのような従来のアプローチではなく、上記したように「多機関連携  

アプローチ」による防犯を切り口に薬物問題を検討することにした点に本企

画のそれなりの新規性を見ることができるであろう。「多機関連携アプローチ」

の考え方およびその実践例は、1980 年代の英国においてすでに登場していた

ものであるが、犯罪予防戦略における重要なモデルの 1 つとして今日の欧米

諸 国 に お い て 重 要 な 位 置 を 占 め て い る と い え よ う （ Hughes,  G.  

Understanding Crime Prevention: Soc ial Control,  Risk and Late 

Modernity. Open University Press. 1998.）。多機関連携という場合に、それ

は刑事司法システム内における刑事司法諸機関相互の有機的な連関を通して

犯罪者の処遇・治療・更生・社会復帰という事後的対応が問題とされる一方

で、その議論の重点はむしろ学校、近隣コミュニティ、医療機関、社会福祉

機関などの様々なレベルにおける地方行政機関と刑事司法諸機関との連携を

通して、犯罪発生を事前に予防する取り組みとしての意義と課題に置かれて

いる。はたして、薬物乱用・薬物事犯に対する防止策として、このようなア

プローチがどこまで有効なものであるか、北九州市の場合を例として本公開

シンポジウムの場において是非とも検討してみたい。  

この目的のために、とくに犯罪予防、犯罪者の処遇・治療・更生・社会復

帰の各領域においてこの問題に熱心に取り組む犯罪社会学者、刑事法学者、

警察官、矯正従事者、更生保護従事者、精神科医、関連 NPO 法人職員など

との協働によるパネルディスカッションを予定している。薬物乱用・薬物犯

罪の防止活動における多機関連携アプローチの意義、その長所、短所は何か、

今後の課題は何かなどの各論点について、活発な議論を期待している。また、

フロアーの一般市民、学生の方々からも奮って質疑応答に参加していただき、

本公開シンポジウムを大いに盛り上げていただければ幸いである。  
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北九州市における薬物対策ネットワークの現状と課題  
 

北九州市保健福祉局精神保健福祉センター  

三  井  敏  子  

 

1 はじめに  

北九州市保健福祉行政の立場から、北九州市における過去 10 年の薬物対

策の活動状況を報告し、特に、本シンポジウムにおけるテーマである機関間

の連携について、触れる。  

 

2 全体的状況  

まず、シンポジウムの第一発言者という立場上、全般的状況に触れる。 

薬物犯罪のうち、日本において特徴的なものが覚せい剤であることは、周

知のことである。覚せい剤事犯検挙数の推移でみれば、戦後の第 1 次覚せい

剤乱用期、経済不況期の第 2 次覚せい剤乱用期を経て、 1995 年以降は第 3

次覚せい剤乱用期とされて以降、終息宣言を迎えないまま既に 10 年を経て

いる。 

一方、覚せい剤と双璧であったシンナー乱用については、 1980 年代に 3

万人を超えるピークを迎えて、現在はかなり減少している(図 1)。  

次に、覚せい剤の第 2 次乱用期以降、現在まで、薬物全体の検挙人員も加

えてグラフ化したものを示した(図 2)。国は、1997 年になって、内閣府に薬

物対策本部を設置し、1998 年、初めて薬物乱用防止 5 ヵ年戦略を打ち出した。 

第 1 次乱用期とは違い、第 2 次乱用期は徹底した取り締まりにもかかわら

ず下げ止まらなかったこと、流行の様相が若年層への広がりやファッション

化といった変化を示したこともあり、薬物事犯への対応方法に危機感が抱か

れ、国としての対策にも見直しが迫られたものではないかと思わる。  

それから、10年を過ぎるが、2008年 8月には、薬物乱用防止新 5ヵ年戦略が

発表された。そこでは、「わが国の薬物乱用防止対策については、これまでの

10年間の戦略の実施により、一定の効果が出ているものの、依然として厳し

い状況下にあることから、政府を挙げた総合的な対策を講ずることにより、 




